中国高齢者福祉の現状―大連市の在宅介護福祉サービス事業を中心に―
魯　炜（岡山大学大学院文化科学研究科博士課程）
はじめに 近年，中国の高齢者人口は急増し，高齢者の介護問題が注目を浴びている。特に改革開放期に入ってから，従来の高齢者介護を担う家族扶養観念が大きく変容し，高齢者介護の社会化が一層進んでいる。しかし，従来の国営福祉施設（主に民政部系統）は，財政資金難により，全体としてカバーできず，福祉サービスを十分に供給できていない。また，国営福祉施設利用の社会化と市場化が進んだ結果，限られた福祉サービスを享受できるかどうかは，所得の多少によって決まる傾向がある(石原,2002)。そのため，都市部では，従来の「三無」老人(収入，労働能力，法定扶養者がない老人)を加え，要介護の孤独高齢者世帯，低所得の高齢者への介護扶助問題が無視できない状況に直面している。なお，広大な農村部の高齢者に対しても都市・農村の二重構造の下で，農村高齢者の養老介護体制をどのように構築するかは，解決策を迫られる課題である。特に計画経済体制から市場経済体制へ移行する段階にある中国は，従来の社会主義の平等原則から経済の市場化に取り残された低所得高齢者への介護扶助に対して，公的部門と連携し，社区(地域コミュニティー)や民間部門の補完的な役割をいかに生かし，どのような対策を講じて中国の社会事情に適合した社会福祉供給体制を構築していくだろうか。本稿は，主に社区(地域コミュニティー)に立脚している「家庭養老院」と呼ばれる在宅介護制度における大連市の実践を検証しようとしている。まず，中国高齢者福祉制度の現状を述べ，その内容と枠組を解明する。次に大連市の高齢者介護福祉に焦点を当て，大連市の高齢者介護制度の現状を明らかにする。最後に，「在宅養老院」を中心に大連市都市部の高齢者介護制度の実態を検討する。
1 中国の高齢者福祉政策 現在，中国は急速に高齢化社会に突入している。高齢者人口の割合が急速に増加しており，高齢化社会への対応が重要な社会問題となっている。2003年6月現在で，中国の60歳以上の高齢者人口は約1.3億人で，総人口の10.6%を占めており，80歳以上の高齢者人口は1千万人で，約高齢者総人口の9.7%を占めている
。高齢者の人口比率と増加規模から見れば，明らかに発展途上国である中国が高齢化社会を迎え，先進国並みの問題を抱えるようになってきた。しかし，高所得国の先進国とは正反対に，中国は国民が豊かにならずに高齢化社会に突入してきたのである。こうした人口の高齢化と経済発展水準とのバランスが取れていないという中国の高齢化社会の特徴は，「未富先老」（富む前に年老いてしまう）に例えられているが，顕著に中国の高齢化社会進展の複雑さを映している。また，高齢化社会の進展につれ，都市部では「空き巣」の家（子供が成人後独立し，高齢者夫婦だけ暮らす）と呼ばれる高齢者世帯が年々増加し，少子化・核家族化に伴い，子供が親を扶養する家族扶養体制が崩壊しつつある。家族の介護負担の軽減や「空き巣」の家を含む高齢者の幸せな老後生活の実現は，中国政府だけではなく，社会全体が積極的に関心を寄せ，全面的に取り組まなければならない課題である。現在，都市部と農村部が分断された中国社会経済の二重構造に影響され，高齢者福祉サービスの供給体制も都市部と農村部との違いが存在している。また，地域だけではなく，サービス対象も異なっている。例えば，政府，農村集団部門が運営している光栄院という福祉施設では，革命事業や社会に貢献した高齢退役軍人・遺族などの特定の階層を中心に扶養することもある。
張(2001)によれば，これまでの民政部管轄の福祉施設は，都市部で基本的に「三無」老人を対象に公的社会福祉サービスを提供していた。しかし，改革開放期以後に高齢化社会を迎え，政府の福祉政策は公的部門を主体として，インフォーマル部門(家族，近隣，ボランティア)の補完的な役割を総合的に果たし，「社会による社会福祉事業の運営」を唱え，都市の末端行政組織としての街道や居住民の自治組織である居民委員会（社区組織），民間部門を中心とした高齢者福祉サービス事業の育成と発展に政策の転換を行っている。これらの政策のポイントは，いわゆる「社会福利の社会化」である。特に政府は2000年に『社会福利社会化へ実現を加速することについての意見』（『関于加快社会福利社会化的意見』）を公布し始め，2003年に『民営社会福利施設への公的援助および社会福祉施設の「公有民営」に関する指導意見』（『関于社会福利機構民办公助和公設民営的指導意見』）を実施した
。これらの一連の政策方針に基づいて，政府は徐々に国営社会福利施設の単一国家所有構造を変えるために，その経営主体を非政府組織などの多元の民間所有主体に移行し，所有制の改革，経営請負，リースなの手段を通じ，国営社会福祉施設を漸次に市場の全面に送り出していくような改革を行っている。それと同時に民間資本の高齢者福祉サービス事業への参入を優遇政策と財政資金の補助によって，漸次に「民設公助」（民間経営社会福祉施設へ公的援助）を実現させようとしている。
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出所：中国国家統計局編『中国統計年鑑2004年』中国統計出版社890頁より作成。�

表1−1　　入所型社会福祉サービス事業の基本状況（2003年）

こうした政策の転換により，現在，上海，大連などの地方政府では，一連の優遇政策が打ち出され，民間経営社会福祉施設が急速に増加し，社会福祉サービス事業全体に欠かすことのできない存在となってきた。表1－1に示したように，全国の高齢者，孤児，障害者に入所型福祉サービスを提供する各種社会福祉施設では，所有構造からみれば圧倒的に集団経営，民間経営の社会福祉施設が中心となり，改革開放後の社会福祉制度の市場化改革によりもたらしたものだと考えられる。また，市場化と社会化の改革が進んだことにより，民政部所管福祉施設では，都市部の政府機関や国有企業の職員・労働者とその家族だけが福祉サービスを享受するという旧来の閉鎖的な運営が打破され，自費負担者を受け入れるようになった。表1－2が示すように，主に身寄りのない高齢退役傷痍軍人を収容する光栄院以外に，自費高齢入所者の割合はある程度を占めており，高齢者福祉施設の民間開放が進んだ成果である。
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表1−2　　　高齢者介護福祉サービスを提供する入所型福祉施設入所者の状況
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しかし各種国有，集団経営高齢者福祉施設は，依然として，深刻になった高齢者の介護問題に充分に対応できず，まさに焼け石に水状態である。また，改革開放期以降，各種高齢者福祉施設利用の社会化，高齢者福祉サービスの市場化が進んだ結果，これらの施設は，低所得の高齢者にとって所詮，高嶺の花の存在である。生活自立できない要介護の自費高齢者はなかなか入所難で，扶養介護のサービスを享受しにくい。なお，これらの施設は，福祉サービスの水準や管理方法が依然として立ち後れているのが現状である。

高齢者福祉施設の社会化と市場化が進むと同時に，政府は，都市部の福祉施設を補完するために，地域の全住民に密着している街道，居住区などの社区（地域コミュニティー）ネットワークサービスに依拠し，都市部末端行政組織である街道委員会に中心的・指導的な役割を果たさせ，高齢者介護福祉施設，医療リハビリ施設，文化活動施設などを設立し，ボランテァによる生活互助活動を含め，高齢者への在宅介護扶養サービスの提供を中心に高齢者地域福祉サービスの展開を行っている。1993年に国務院の十四政府部門が連合に公布した「地域福祉サービス事業の発展を加速させることに関する意見」により，高齢者社会福祉介護サービス事業を含む地域福祉サービス事業の展開に一定の優遇政策を与え，その発展を促進した上で，地域福祉サービス事業の産業化，規範化は発展に向け，一歩前進した。現在，全国の大・中都市では，中央政府の強力な推進により，高齢者福祉介護施設サービスと社会互助サービスを中心とする社区（地域）福祉サービスネットワークが構築されつつあり，漸次的に市場経済体制への移行による企業型福祉厚生サービスの後退がもたらす空白を埋め，特に地域の高齢者住民への介護扶養の需要を保障し，都市部高齢者福祉介護事業の発展を押し進めている。
さらに，都市部高齢者福祉施設，社区地域高齢者文化活動センター，農村部敬老院の設立と運営面の財源不足を解決するために，民政部は2001年6月から三年間かけて，全国で「高齢者地域福祉サービス星光計画」を実施した。主に中央や各地方の民政部門による福祉宝くじの発売で調達した公益金を，地方財政投入や民間投資を合わせ，都市農村高齢者福祉施設および地域高齢者福祉サービス施設の設立と運営に投入した。三年間の星光計画の実施により，投入された金額は約134.85億元で，投資構成からみると，民政部福祉宝くじ公益金の投入が約13.53億元で，地方福祉宝くじの公益金の投入が26.33億元で，地方財政投入が約43.36億元で，社会，民間投資からの調達資金が約51.63億元である。
しかし，都市部高齢者福祉施設の設立と経営の革新，財政投入によって，都市部の社会保障制度が優先的に完備されるのに比べて，農村社会保障福祉制度は構築されていない現状では，農村部高齢者福祉サービスは，立ち遅れていく一方である。農業生産の個人請負責任制の導入，農村人口の都市への移動に伴い，従来の農村家族扶養が崩壊しつつある。その上，王（2004）によると，これまで人民公社に依存してきた集団保障制度の機能が急速に弱まり，「五保戸扶養制度」としての農村地域公的扶助・高齢者福祉制度も十分に機能しなくなった。五保戸扶養制度は一定程度の法制化が実現された一方，県以下の村・郷鎮などの下級地方財政の窮乏状況で，農民に対する不平等の財政策を取り下げないままで，中央財政が責任を持って農村五保戸扶養制度に資金を拠出しない限り，財源の崩壊に伴い大きく崩れていく恐れがある。
２大連市の社区（地域コミュニティー）福祉サービスにおける高齢者介護事情

2－1　大連市の高齢者福祉サービスの現状 大連市の総人口は560.2万人であり，60歳以上の老年人口は約83万人，市の人口総数の14.8％である。高齢者人口は年平均3.2%の率で逓増している。2004年6月末現在，高齢者福祉機構が181カ所，その中に国有各種高齢者福祉機構が14カ所，農村集団経営敬老院が約104カ所，民間各種高齢者福祉施設が63カ所ある。ベッド総数が約1万5600個，入居の高齢サービス対象者が約1万1000人であり，全市高齢者人口の2.1%をカバーした
。だが，大連市も全国と同じように福祉サービスの収容量と実際の需要の間に大きなミスマッチが存在している。財政投入の不足で，「三無」高齢者だけ優先的に入所させ，高齢者社会福祉施設の設立と整備には大きな限界がある。実際に生活介護の必要な高齢者はなお地域に散在し，該当の高齢者介護サービスを受けられない。そのため，大連市政府は，官設福祉施設を含む多種所有制を持つ高齢者福祉施設を整備すると同時に，家庭内で高齢者を介護する伝統的な高齢者扶養観念に適合させた。
従って，市政府の政策主導で，社区街道居民委員会は，社区（地域コミュニティー）福祉サービスを活かし，「在宅養老院」という在宅介護福祉サービス事業を模索した。「在宅養老院」には，市民政局が主導で行い，社区街道居民委員会により社区内に職業訓練を受けた中年の女性失業者，レイオフされた女性従業員を介護すべき孤独高齢者や特殊困難高齢者の家に派遣し，高齢者の日常生活を全般的に介護扶助することである。市政府は，「在宅養老院」を「老人介護サービス事業モデル」の確立だけではなく，新たな雇用機会創出の必要性から認識し，その展開を広げた。市政府は，現在までに250万元を投資し，500世帯に在宅養老院を建設し，500人以上の中高年女性失業者に再就職を提供した。
在宅養老院の具体的な状況については，後で紹介する。「在宅養老院」のような小型高齢者福祉事業を推進するために，市政府は単なる社区介護サービスを強調するだけではなく，民間の力にする家庭式小型養老院の創設を奨励する。このように大連市の高齢者福祉施設と社区（地域コミュニティー）に密着している「在宅養老院モデル」は，中国における社会福祉事業の社会化，高齢者福祉サービス事業の発展にその経験を参考にすることができる。
2－2　社区（地域コミュニティー）福祉サービスにおける高齢者への在宅介護―社区大連市沙河口区中山公園街道民権在宅養老院の概況―「在宅養老院モデル」は，最初に大連市沙河口区中山公園街道民権街道から発展したものである。大連市沙河口区中山公園街道民権在宅養老院は，2002年9月に創設された。在宅養老院の初めての利用者は，民権街道の管轄地域内に住んでいる13世帯・17人の身寄りのない老人であった。街道は専門的な職業訓練を受けた中高年齢層の女性失業者や企業からレイオフされた女性従業員を統一的に老人の家庭に派遣し，養老介護士として老人に保健衛生，生活，健康回復リハビリ，精神援助などのサービスを提供している。創設してから一年間を経て，沙河口区の地域内では398世帯，476人の介護の必要な老人が在宅養老院で介護を受けており，中山公園街道在宅養老院で介護を受けている老人は既に68世帯・77人にまで拡大した。

　在宅養老院が創設され，益々高齢者介護サービスが増加していることにより社区地域の高齢者の需要は満たされていた。特に在宅養老院は，中国の老人の伝統的な家庭内養老を重視する慣習に適合した。老人は，自分の家で養老介護士からの室内衛生保持と掃除，食事作り，洗濯，健康回復リハビリ，温かい相談などの養老介護サービスを受けている。最も重要なことは，養老介護費用が一般的に300元と安いことであり，確実に低所得老人の養老介護問題を解決していることである。そのため，中山公園街道民権在宅養老院の創設は，多くの老人や失業者から歓迎された。国家民政部からは「中国の国情特徴を持つ養老介護サービス事業の新モデルであり，創意性を持つ再就職の方法である」と高く評価された。更に各級政府から注目され，各級民政部門から具体的な政策指導を受けている。特に沙河口区区政府は，表2に示したように在宅養老院に一連の財政補助優遇政策を実施した。
[image: image3.wmf]三無老人

低所得老人

普通老人

三無老人

低所得老人

普通老人

生活が自分

処理できる

自費：０

自費：100元�

自費：200元�

自費：200元�

自費：300元�

自費：400元�

（三級）

補助300元�

補助：200元�

補助：100元�

補助：300元�

補助：200元�

補助：100元�

800元以上�

800元以上�

800元以上�

自費：200元�

自費：300元�

自費：400元�

自費面談

自費面談

自費面談

補助：300元�

補助：200元�

補助：100元�

補助：300元�

補助：200元�

補助：100元�

生活が完全

自分処理で

きない

1,000元以上�

自費面談

1,000元以上�

自費面談

1,000元以上�

自費面談

1,200元以上�

自費面談

1,200元以上�

自費面談

1,200元以上�

自費面談

（一級）

補助：300元�

補助：200元�

補助：200元�

補助：300元�

補助：200元�

補助：100元�

出所：『大連市沙河口区中山公園街道民権居家養老院簡介』により参照。

表2 中山公園在宅養老院の介護費用基準

注：補助給付は沙河口区地域の住民に限る

生活が半分

程度自分処

理できる

（二級）

本社区

本社区外来

　現在，在宅養老院の管理運営，介護サービス水準の向上を図るために当街道社区では，管理運営の市場化，投資主体の多様化，養老介護従業員の職業化と専門化，サービス対象の大衆化，サービスの多様化，管理規範化などの「六化」ガイドラインを用いている。2004年4月に大連市民政局は，「六化」に基づいて，在宅介護サービス事業の発展のための運営方法，指導思想，事業目標，実施方法や資金調達方法などを規範とした『確実に「星光計画」推進し，社区に「在宅養老院」を推進しようとする実施方案』を公布した
。この「方案」は，大連市が今後５年以内に，都市部の高齢者福祉サービスに在宅介護サービス事業を中心に実施し，社区福祉サービスに依拠し，「在宅養老院」を基本とする社区高齢者福祉サービスネットワークを構築することによって，社区地域の高齢者の在宅介護サービスに対する需要を満たすことを目指している。だが，在宅養老院の発展を阻害する最大の要因は，財源の確保問題である。今までの「在宅養老院」は，運営を主に区，街道の財政補助で行い，補完的に宝くじ売買収益の一部や，民間の慈善寄付で賄ってきた。今後，社区（地域コミュニティー）福祉サービスにおける在宅養老院の運営を安定的に行うためには，市・区政府の財政を拡大させることが，大連市の都市部高齢者福祉サービス供給体制の確立にとって欠かせない問題である。









































































































































































































�新華網ウェブサイト「政府在線」の2004年6月11日ニューストピックスを参照(http//news.xinhuanet.com/zhengfu/2004-06)。


� 民政部政策研究中心李慷編『中国民政事業発展報告（2003年～2004年）』（http://www.china.org.cn/chinese/zhuanti/minzheng04/589736.htm）


�大連市民政局編『発展中的大連民政』，2004年7月,29頁。


�大連市民政局公式ウェブサイト（http://minzh.dl.gov.cn/）を参照。


参考文献: 張紀浔『現代中国社会保障論』,創成社, 2001年; 王文亮『中国の高齢者社会保障』,白帝社, 2001年; 王文亮『21世紀に向ける中国の社会保障』,日本僑報社, 2001年; 王文亮『九億農民の福祉』，中国書店，2004年; 民政部政策研究中心李慷編『中国民政事業発展報告（2003年～2004年）』（http://www.china.org.cn/chinese/zhuanti/minzheng04/589736.htm）;劉暁梅『中国の改革開放と社会保障』, 汐文社, 2001年;石原享一「中国の社会保障制度改革と社会統合- 市場化と地方主義の狭間で-」,『アジア経済』44巻-5･6号ﾈ 2003年5･6月; 大連市民政局編『発展中的大連民政』，2004年7月;新華網ウェブサイト(http//news.xinhuanet.com/zhengfu/2004-06); 大連市政府の公式ウェブサイト（http://www.dalian.gov.cn/i18n/jp/intro/ensure.htm）;唐钧「中国社会救助制度的変遷与評估」中国社会科学院社会学研究所社会政策研究中心（http://www.social-policy.info/1009.htm）
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